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2026年 3月 13日 

サステナビリティ基準委員会 

 

サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 1 号「一般開示基準」 

サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」 

 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正」の公表 
 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正」の公表 

サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、サステナビリティ開示基準（以

下「SSBJ 基準」という。）が IFRS サステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）と機

能的に整合していることを維持するために、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」と

いう。）により ISSB 基準が新規に公表される又は既存の ISSB 基準が改訂される場合、当委員会に

おいて、SSBJ基準における取扱いについて可及的速やかに検討を開始することとしています。 

2025年 4月に、ISSB から公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2 号の修正

案」（以下「ISSBの公開草案」という。）が公表されました。その後、2025年 12月に、ISSB より

「温室効果ガス排出の開示に対する修正―IFRS S2 号に対する修正」（以下「2025 年公表の IFRS 

S2号の修正」という。）及び「『温室効果ガス排出の開示に対する修正』と整合した結果的修正―

『SASB スタンダード』に対する修正」（以下「『SASB スタンダード』の結果的修正」という。）が

公表されました。 

当委員会は、2025 年 8 月より、ISSB の公開草案において提案された修正に対応する SSBJ 基準

の取扱いを検討するプロジェクトを開始しました。その後、ISSB より公表された 2025 年公表の

IFRS S2号の修正の内容も踏まえ、2025 年 12月 15日に「温室効果ガス排出の開示に対する改正

案」として 3 つの公開草案を公表し、広くコメント募集を行った後、当委員会に寄せられたコメ

ント等を踏まえた検討を重ねてまいりました。 

今般、2026年 3月 10日開催の第 65 回サステナビリティ基準委員会において、次のサステナビ

リティ開示ユニバーサル基準及びサステナビリティ開示テーマ別基準（以下あわせて「本基準」

という。）の公表を承認しましたので、本日公表いたします。 

 改正サステナビリティ開示ユニバーサル基準 

「サステナビリティ開示基準の適用」（以下「改正適用基準」という。） 

 改正サステナビリティ開示テーマ別基準第 1号 

「一般開示基準」（以下「改正一般基準」という。） 

 改正サステナビリティ開示テーマ別基準第 2号 
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「気候関連開示基準」（以下「改正気候基準」という。） 

 

以下では、本基準について理解いただくにあたり、関連する事項について説明しています。本

基準の概要等については、今後、当委員会のウェブサイトにおいて公表することを予定していま

す。 
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 改正に当たっての方針 

当委員会は、2025 年 3 月に最初の SSBJ 基準を公表した。SSBJ 基準の開発にあたり、当委

員会は、基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大きく損なわせ

ないものとなるようにすることを基本的な方針としている。SSBJ 基準公表後、SSBJ 基準は

ISSB基準を適用した場合と機能的に整合した結果をもたらすよう設計された基準であること

が確認されている。 

当委員会は、SSBJ 基準の改正にあたって、SSBJ 基準が ISSB 基準と機能的に整合している

ことを維持するために、原則として ISSB基準の要求事項をすべて取り入れる方針の下で検討

を行った。 

 

 本基準の主な改正内容 

本基準は、ISSB による 2025年公表の IFRS S2号の修正への対応として、SSBJ基準を改正

したものであり、改正気候基準において、主に次の温室効果ガス排出の開示に関連する定め

を改正している。 

 「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」の使用に対する

法域別の救済措置 

 地球温暖化係数についての法域別の救済措置 

これらの改正は、2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項をすべて取り入れるも

のとなっており、ISSB 基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができる SSBJ 基

準に追加した選択肢や ISSB基準に含まれない追加的な定めは設けていない。 

 「スコープ 3」「カテゴリー15」の温室効果ガス排出の測定及び開示 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、改正気候基準にお

いて、次の改正を行っている。 

(1) ファイナンスド・エミッションは、スコープ 3 カテゴリー15（投資）の全部又は一

部を構成するものであることを明確にする（改正気候基準第6項(14)及び第57項）。 

(2) スコープ 3温室効果ガス排出を開示するにあたり、カテゴリー15に含める温室効果

ガス排出をファイナンスド・エミッションに限定すること、及びデリバティブに関

連する温室効果ガス排出をカテゴリー15から除外することができることとする（改

正気候基準第 56-2項）。 

(3) スコープ 3 温室効果ガス排出を開示するにあたり、除外した温室効果ガス排出に関

連する金融活動及び除外したデリバティブがある場合、当該デリバティブに関連す

る金融活動についての説明を求めるとともに、何をデリバティブとして扱ったかに
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ついても説明を求める（改正気候基準第 56-3項）。 

(4) スコープ 3カテゴリー15の温室効果ガス排出の開示に含めたファイナンスド・エミ

ッションの小計の開示を求める（改正基準改正第 56-4項）。 

 ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、改正気候基準にお

いて、次の改正を行っている。 

(1) ファイナンスド・エミッションに関する追加的な情報の開示において、ファイナン

スド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別に分解する

ために、「世界産業分類基準」（以下「GICS」という。）を用いるとの定めに代えて、

気候関連の移行リスクに対するエクスポージャーを理解するうえで有用な情報をも

たらす方法で産業別に分類することができる産業分類システムを用いるとの定めに

改正する（改正気候基準 C5 項(1)②、C5 項(2)①、C5 項(5)、C6項(1)②、C6 項(2)

①及び C6項(5)）。 

(2) 商業銀行に関する活動及び保険に関する活動の両方を行う企業は、商業銀行に関す

る活動と保険に関する活動とで異なる産業分類システムを用いることができること

を明確化する（改正気候基準 C5項(5)及び C6項(5)）。 

(3) ファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーを産業別

に分解するために用いた産業分類システム並びに産業分類システムの選択が C5 項

(5)及び C6 項(5)の定めをどのように満たしているのかを理解するための情報の開

示を求める定めを追加する（改正気候基準 C5項(6)及び C6項(6)）。 

また、ISSB 基準の要求事項に代えて企業が適用を選択することができる SSBJ 基準に追

加した選択肢である、最新の GICS の 6 桁の産業レベルのコードを用いて産業別に分解し

たファイナンスド・エミッションの絶対総量及びグロス・エクスポージャーに関する情報

について、当面の間、開示しないことができるとする定め（改正前の気候基準 C7項及び C8

項）を削除している。 

 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（2004 年）」の使用に対する法

域の救済措置 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、改正気候基準にお

いて、次の改正を行っている。 

(1) 法域の当局又は企業が上場する取引所が、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び

報告基準（2004年）」（以下「『GHGプロトコル（2004年）』」という。）とは異なる方

法を用いることを要求している場合、当該方法を用いることができるとの救済措置

は、報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業、支店、事業所等にも適用

可能であることを明確にする（改正気候基準第 49項ただし書き）。 
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 地球温暖化係数についての法域別の救済措置 

2025年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と整合するように、改正気候基準にお

いて、次の改正を行っている。 

(1) 温室効果ガスを CO2 相当量に変換するにあたり、企業の全部又は一部に、法域の当

局又は企業が上場する取引所によって、異なる地球温暖化係数の適用を要求されて

いる場合、当該要求される部分において、異なる地球温暖化係数を用いることがで

きるとする救済措置を追加する（改正気候基準第 66 項ただし書き及び第 68 項ただ

し書き）。 

 「参照し、その適用可能性を考慮しなければならない」情報源としての「SASBスタ

ンダード」 

「SASB スタンダード」の結果的修正を受け、改正適用基準において、参照する「SASBス

タンダード」を最新のもの（2025年 12月最終改訂）に更新している（改正適用基準第 4項

(11)、第 41 項、第 42項、第 52 項及び第 53項）。 

 

 適用時期等 

改正気候基準では、適用時期等について次の改正を行っている。改正適用基準及び改正一

般基準における適用時期は、改正気候基準と同様とすることとしている。 

(1) 2025 年公表の IFRS S2 号の修正における要求事項と整合的に、2027 年 1 月 1 日

以後開始する年次報告期間から適用することとし、早期適用を認める。早期適用

については、改正基準の公表前に終了する年次報告期間であっても、2025年公表

の IFRS S2 号の修正の公表日である 2025 年 12 月 11 日以後終了する年次報告期

間について、早期適用を認める（改正気候基準第 101-2項）。 

(2) 比較情報の更新については、2025 年公表の IFRS S2号の修正における要求事項と

整合するように、次の項目について、比較情報の更新を求める経過措置を追加す

る（改正気候基準第 104-2項及び第 105-2項）。 

 「GHGプロトコル（2004年）」の使用に関する法域別の救済措置を適用するこ

とを選択した場合、又は地球温暖化係数の使用に関する法域別の救済措置を

適用することを選択した場合の前報告期間に開示した温室効果ガス排出の

情報 

 前報告期間にスコープ 3 カテゴリー15 の温室効果ガス排出を開示していた

場合のファイナンスド・エミッションの小計についての開示 

 前報告期間にファイナンスド・エミッションの情報を産業別に分解して開示

していた場合の当該情報 

金融庁より 2026 年 2 月 20 日に公表された「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部
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を改正する内閣府令」等で定める有価証券報告書における SSBJ 基準の適用時期と本基準の

適用時期との関係は、次のように整理される。 

(1) 平均時価総額 3兆円以上の 3月決算プライム市場上場企業： 

 有価証券報告書における SSBJ基準の適用は、2027年 3月期から強制適用、

2026年 3月期から早期適用可 

 本基準は、2028 年 3月期から強制適用、2026年 3月期から早期適用可 

(2) 平均時価総額 3兆円以上の 12月決算プライム市場上場企業： 

 有価証券報告書における SSBJ 基準の適用は、2027 年 12 月期から強制適

用、2025年 12月期から早期適用可 

 本基準は、2027 年 12月期から強制適用、2025年 12月期から早期適用可 

 

 SSBJ基準の初めての改正にあたって必要と考えられる変更 

本基準は、2025年 3月の我が国最初の SSBJ基準の公表後、初めての SSBJ 基準の改正とな

ることを踏まえ、本基準には、SSBJ基準の改正にあたって必要と考えられる改正内容を含め

ている。具体的には、次の改正を行っている。 

(1) 適用時期等の定めについての変更 

改正前の SSBJ基準では、適用時期等について次の定めが置かれていた。 

 適用基準、一般基準及び気候基準は同時に適用しなければならないとする定

め（改正前の適用基準第 91項、改正前の一般基準第 40項及び改正前の気候

基準第 100項） 

 適用基準、一般基準及び気候基準は、公表日以後終了する年次報告期間に係

るサステナビリティ関連財務開示から適用することができるとする定め（改

正前の適用基準第 92項、改正前の一般基準第 41項及び改正前の気候基準第

101項） 

改正前の適用時期等に関する定めは、改正される基準の適用が強制される時期を

定める必要があることや、適用基準、一般基準及び気候基準のうち一部のみが改正

の対象となり、それぞれの基準について異なる適用時期が設けられる可能性がある

ことが必ずしも想定されていない。この定めは、改正気候基準の適用時期に関する

定めとの関係が分かりにくく、円滑な基準の適用を妨げるおそれが生じる可能性が

あると考えられる。 

そこで、本基準では、適用基準、一般基準及び気候基準は同時に適用しなければ

ならないとする定めを、SSBJ 基準に従った開示を行う場合には、SSBJ基準のすべて

の定めを一体として適用することを定めるものとして明確化している（改正適用基

準第 91 項、改正一般基準第 40項、改正気候基準第 100項）。また、適用基準、一般

基準及び気候基準は公表日以後終了する年次報告期間に係るサステナビリティ関連
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財務開示から適用することができるとする定めを、2025 年 3月に公表した基準の適

用時期に関する定めとして明確化している（改正適用基準第 92項、改正一般基準第

41項及び改正気候基準第 101項）。 

(2) SSBJ基準の改正にあたり検討が必要となるその他の変更 

改正前の SSBJ基準において、基準の内容の変更の有無に関わらず基準の改正又は

修正の必要性が生じる可能性がある記載について検討し、今後の SSBJ 基準の円滑な

維持管理を可能にする観点から、主に次の項目について記載の修正を行っている。

これらの修正は、基準の内容を変更するものではない。 

 適用基準における定義（「サステナビリティ開示基準」（改正適用基準第 4項

(9)））及び「IFRS サステナビリティ開示基準」（改正適用基準第 4 項(10)）

にて基準を列挙した記載を変更 

 基準内で参照している ISSBや IFRS 財団等が公表する文書における団体名の

記載の削除 

 「IFRS S2号の適用に関する産業別ガイダンス」の公表日の記載方法の変更

（改正気候基準第 16項） 

 

 改正基準公表後の対応 

当委員会では、当委員会が公表している次の文書について、本基準にて確定した内容と整

合させるための必要な更新を行うことを予定している。 

 SSBJ基準と ISSB 基準の項番対照表 

 補足文書 

また、公益財団法人財務会計基準機構（FASF）及び IFRS 財団が連名で公表している、次の

文書についても、必要な更新を行う予定である。 

 SSBJ基準と ISSB 基準の差異の一覧 

さらに、当委員会の事務局が公表している SSBJ ハンドブックについても、必要に応じて、

当委員会の事務局により、内容が更新される予定である。 

 

以 上 
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